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科学技術イノベーションに向けたアプローチ

「科学技術イノベーション総合戦略」基本的考え⽅
・科学技術イノベーション政策の全体像を含む⻑期ビジョン＋短期⾏動プログラム
・課題解決型志向の科学技術イノベーション政策の包括的パッケージ
・産官学連携の役割分担、責任省庁を明⽰し、予算・税制、規制改⾰等の様々な政策を組合せ
・基礎研究から応⽤研究、実⽤化までの研究開発段階だけでなく、その川上・川下段階の範囲を拡⼤
・予算と直結した年間のＰＤＣＡプロセスにより、施策を評価・⾒直し

「第４期科学技術基本計画」基本⽅針
・科学技術イノベーション政策の⼀体的展開
・⼈材とそれを⽀える組織の役割の⼀層の重視
・社会とともに創り進める政策の実現

●重点的課題の設定
●施策の⼤括り化の促進
●詳細⼯程表の作成

平成２６年度アクションプラン施策特定における取り組み
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（7/31本会議）

予算要求の企画段階から重点化等を
総合科学技術会議が主導

●総合戦略２章（課題解決）に基づくア
クションプランの検討

●総合戦略３章（環境創出）に基づくこ
れまでの取組のレビュー等

（⇒資源配分方針に反映）

国家的に重要な
大規模研究開発
の評価を実施

（9月～11月頃）

予算重点化等を
予算編成に反映
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各府省からの提案
を受け、有識者等ヒ
アリング（大括り化・
府省連携・重複排除
を促進し、基準に基
づき精査 等）

（6月～7月中旬） （7月下旬～8月下旬）

●プログラム予算の仕組み、対象課題
の候補等を検討
（⇒資源配分方針に反映）

●対象課題の候
補、推進体制等
を検討

概算要求に向けて
政策誘導・予算重点化
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（9/13本会議） （本会議）

【科学技術イノベーション予算戦略会議】
（科技大臣＋関係府省等の局長級 等）

第1回（6/20）
総合戦略、H26
予算重点化等
進め方

第2回（7/16）
戦略的イノベー
ション創造プログ
ラム 等

（必要に応じ開
催）

第3回（9/3）
戦略的イノ
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造プログラム
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平成26年度科学技術関係予算に関する主なスケジュール

（資源配分方針に基づき）
●関係府省と調整の上、プ
ログラム予算を概算要求

●対象課題の候補、推進体
制等を検討
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エネルギー分野における重点的課題の設定
産業競争⼒の強化に向けて、科学技術イノベーション総合戦略及び平成２６年度
アクションプランにおいて「クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現」を政策課題と
して掲げ、以下の通り重点的課題・重点的取組を設定。

重点的課題 重点的取組

クリーンなエネルギー供給の安定化
と低コスト化（⽣産）

（１）⾰新的技術による再⽣可能エネルギーの供給拡⼤

（２）⾼効率かつクリーンな⾰新的発電・燃焼技術の実現

（３）エネルギー源・資源の多様化

新規技術によるエネルギー利⽤効
率の向上と消費の削減（消費）

（４）⾰新的デバイスの開発による効率的エネルギー利⽤

（５）⾰新的構造材料の開発による効率的エネルギー利⽤

（６）需要側におけるエネルギー利⽤技術の⾼度化

⾼度エネルギーネットワークの統合
化（流通）

（７）多様なエネルギー利⽤を促進するネットワークシステムの構築

（８）⾰新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の⾼度化
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施策の⼤括り化の促進
産業競争⼒の強化を早急に実現させるため、Ｈ２６年度アクションプラン対象施
策の特定過程で各府省を⼀堂に参集したヒアリングを⾏い、施策群の責任府省の
明確化、施策関係府省間の連携⽅策の助⾔等を実施。

次世代インフラ（効果的効率的な維持管理） 平成２５年７⽉２６⽇（シーリング前）

内閣府

関係府省を⼀堂に会してヒアリングを実施

連携施策ごとアクションプラン対象施策として特定
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詳細⼯程表の作成
特定された施策のＰＤＣＡサイクルを着実に実施するため、詳細⼯程表を作成。
成果の検証が可能となる数値などを含む達成⽬標とその達成時期、⽬標の達成に
向けて取り組むべき具体的取組や中間⽬標を明⽰。


